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 ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金交付要綱 

 

平成２８年２月２９日 観 観 産 第 ６ ９ ０ 号 

平成２８年４月１１日 国 総 支 第 ２ 号 

国 鉄 都 第 ６ 号 － １ 

国 鉄 事 第 ９ 号 

国 自 旅 第 ５ 号 

国 海 内 第 ２ 号 

観 観 産 第 １ 号 

観 参 第 ６ 号 

平成２８年６月１０日 国 総 支 第 ２ ３ 号 

国 総 物 第 １ ６ 号 

国 鉄 総 第 ５ ０ 号 

国 鉄 都 第 ３ ６ 号 

国 鉄 事 第 ７ ０ 号 

国 自 旅 第 ４ ９ 号 

国 海 内 第 ２ ７ 号 

国 港 産 第 ２ ６ 号 

国 空 ネ 企 第 ３ ４ 号 

国空事第１０８７号 

観 参 第 ４ ９ 号 

平成２８年１１月２８日 国 総 支 第 ４ ３ 号 

国 総 物 第 ６ ４ 号 

国 鉄 総 第 １ ８ ４ 号 

国 鉄 都 第 ７ ３ 号 

国 鉄 事 第 １ ９ ８ 号 

国 自 旅 第 ２ ０ ８ 号 

国 海 内 第 １ ０ ６ 号 

国 港 総 第 ３ ０ ２ 号 

国空ネ企第１２６号 

国空事第４４６３号 

観 参 第 １ ８ ６ 号 

平成２９年３月１５日 国 総 支 第 ６ １ 号 

国 総 物 第 １ ０ １ 号 

国 鉄 総 第 ２ ９ ６ 号 

国 鉄 都 第 １ ３ ２ 号 

国 鉄 事 第 ３ １ ９ 号 

国 自 旅 第 ３ ７ ８ 号 

国 海 内 第 １ ７ ３ 号 

国 港 総 第 ４ ９ １ 号 

国空ネ企第１６９号 

国空事第７２５２号 

国 空 環 第 ７ ８ 号 

観 参 第 ２ ６ ６ 号 

平成３０年３月２８日 国 総 支 第 ６ ３ 号 

国 総 物 第 １ ４ ４ 号 
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国 鉄 総 第 ３ ２ ６ 号 

国 鉄 都 第 １ ７ ８ 号 

国 鉄 事 第 ２ ５ ７ 号 

国 自 旅 第 ２ ９ ５ 号 

国 海 内 第 １ ８ ８ 号 

国 港 総 第 ５ ９ ８ 号 

国空事第１０７３号 

国 空 業 第 １ ６ ６ 号 

観 観 産 第 ８ ３ ０ 号 

観 参 第 ２ ９ ５ 号 

平成３０年１０月 4日 国 鉄 総 第 ２ ０ １ 号 

国 自 旅 第 １ ５ ９ 号 

国 海 内 第 ６ ６ 号 

国 港 総 第 ３ ４ ４ 号 

国 空 事 第 ８ ２ ７ 号 

国 官 参 空 第 ２ ３ 号 

観 参 第 ２ ７ ０ 号 

平成３１年 2月１９日 国 総 支 第 ４ ３ 号 

国 鉄 総 第 ３ ４ ４ 号 

国 自 旅 第 ２ ３ 号 

国 海 内 第 ２ ０ ７ 号 

国空事第１４８２号 

国 官 参 空 第 ６ ３ 号 

観 観 産 第 ６ ４ １ 号 

観 参 第 ６ ０ ３ 号 

平成３１年４月２６日 国 総 支 第 １ ５ 号 

国 総 物 第 １ ４ 号 

国 鉄 総 第 ４ ６ 号 

国 鉄 都 第 ４ ０ 号 

国 鉄 事 第 ４ ４ 号 

国 自 旅 第 ３ ２ 号 

国 海 内 第 ２ ３ 号 

国 港 総 第 ６ ２ 号 

国 空 事 第 １ ４ ０ 号 

国 官 参 空 第 １ ２ 号 

観 観 産 第 ２ ２ 号 

観 参 第 １ ０ ６ 号 

令和元年６月２５日 観 参 第 ２ ８ ６ 号 

令和２年２月１３日 観 観 産 第 ７ ４ ６ 号 

観 参 第 １ ０ １ ２ 号 

令和２年３月３０日 国 総 地 第 ７ １ 号 

国 総 物 第 ６ ９ ４ 号 

国 鉄 総 第 ４ ７ ４ 号 

国 鉄 都 第 ２ ３ ０ 号 

国 鉄 事 第 ４ ３ ５ 号 

国 自 旅 第 ３ １ ７ 号 

国 海 内 第 １ ２ ２ 号 
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国 港 総 第 ６ ９ １ 号 

国官参空第１０２号 

観 観 産 第 ９ ２ ８ 号 

観 参 第 １ ２ １ ０ 号 

令和２年４月７日 国 総 地 第 ３ 号 

国 鉄 総 第 ２ 号 

国 鉄 都 第 １ ６ 号 

国 鉄 事 第 ４ 号 

国 自 旅 第 １ 号 

国 海 内 第 ２ 号 

国 海 外 第 １ 号 

国 港 総 第 ５ 号 

国 官 参 空 第 １ 号 

観 観 産 第 ２ 号 

観 参 第 ４ 号 

令和２年７月３日 国 総 地 第 ３ ８ 号 

国 総 モ 第 １ ９ 号 

国 鉄 都 第 ５ ４ 号 

国 鉄 事 第 １ ０ ４ 号 

国 自 旅 第 ８ ４ 号 

国 海 内 第 ３ ０ 号 

国 海 外 第 ７ １ 号 

国 官 参 空 第 ４ ６ 号 

観 観 産 第 ２ ３ １ 号 

観 参 第 ３ ５ ４ 号 

令和２年１１月５日 国 総 地 第 ７ ８ 号 

国 総 モ 第 ７ ４ 号 

国 鉄 総 第 ２ ７ ２ 号 

国 鉄 都 第 １ ２ １ 号 

国 鉄 事 第 ３ １ ３ 号 

国 自 旅 第 ２ ６ ５ 号 

国 海 内 第 １ ７ ４ 号 

国 海 外 第 １ ８ ０ 号 

国 港 総 第 ４ ０ ３ 号 

国 空 総 第 ６ ６ ８ 号 

観観産第１３２４号 

観 参 第 ７ ８ １ 号 

令和３年３月２日 国 総 地 第 １ ０ ０ 号 

国 鉄 総 第 ３ ９ ８ 号 

国 鉄 都 第 １ ８ ７ 号 

国 鉄 事 第 ６ ７ ０ 号 

国 自 旅 第 ４ ２ ７ 号 

国 海 内 第 ２ １ ０ 号 

国 海 外 第 ２ ８ ４ 号 

国 港 総 第 ６ ２ ３ 号 

国空総第１０５４号 

観観産第１８６５号 
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観 参 第 １ １ ２ ７ 号 

令和３年３月３０日 国 総 地 第 １ １ ６ 号 

国 鉄 総 第 ４ ７ ２ 号 

国 鉄 都 第 ２ ７ ３ 号 

国 鉄 事 第 ８ ３ ５ 号 

国 自 旅 第 ４ ９ ２ 号 

国 海 内 第 ２ ２ ９ 号 

国 海 外 第 ３ １ ５ 号 

国 港 総 第 ７ ６ ９ 号 

国空総第１１７０号 

観観産第２０４５号 

観 参 第 １ ２ ７ ０ 号 

令和４年２月８日 国 総 地 第 ５ ８ 号 

国 総 モ 第 ７ ６ 号 

国 総 物 第 ８ ２ 号 

国 鉄 総 第 ３ ５ ８ 号 

国 鉄 都 第 １ ４ １ 号 

国 鉄 事 第 ６ １ ２ 号 

国 鉄 施 第 ３ １ ６ 号 

国 自 旅 第 ４ ４ ８ 号 

国 海 内 第 ２ ５ ３ 号 

国 海 外 第 ３ ６ ７ 号 

国 港 総 第 ５ ８ ７ 号 

国空総第１０６４号 

観 観 産 第 ３ １ ９ 号 

観 参 第 ６ ２ ３ 号 

令和４年３月２２日 国 総 地 第 ８ ０ 号 

国 鉄 総 第 ４ ３ ２ 号 

国 鉄 都 第 ２ ０ ０ 号 

国 鉄 事 第 ６ ９ ３ 号 

国 自 旅 第 ５ ２ ０ 号 

国 海 内 第 ３ ０ ２ 号 

国 海 外 第 ４ １ ０ 号 

国 港 総 第 ６ ７ ８ 号 

国空総第１２５８号 

観 観 産 第 ４ ４ ３ 号 

観 参 第 ７ ５ ２ 号 

令和５年２月８日 国 総 地 第 ８ ３ 号 

国 総 モ 第 ９ ９ 号 

国 鉄 総 第 ３ ９ ４ 号 

国 鉄 都 第 １ ３ ５ 号 

国 鉄 事 第 ６ ２ ９ 号 

国 鉄 施 第 ２ ５ ２ 号 

国 自 旅 第 ４ ２ ０ 号 

国 海 内 第 １ １ ９ 号 

国 海 外 第 ３ ６ ４ 号 

国 港 総 第 ６ ０ ２ 号 
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国空総第１０６８号 

観 観 産 第 ４ ８ １ 号 

観 参 第 ６ ３ １ 号 

令和５年３月２８日 国 総 地 第 １ ０ １ 号 

国 鉄 総 第 ４ ７ ６ 号 

国 鉄 都 第 ２ ０ ９ 号 

国 鉄 事 第 ８ １ ０ 号 

国 自 旅 第 ５ ２ ０ 号 

国 海 内 第 ２ ３ ７ 号 

国 海 外 第 ４ ３ ７ 号 

国 港 総 第 ７ ２ ３ 号 

国空総第１２８６号 

観 観 産 第 ５ ５ ７ 号 

観 参 第 ７ ３ ２ 号 

 

※本資料は、持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業の抜粋版となります。 

 

第１条 ポストコロナを見据えた受入環境整備促進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については、

予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年

法律第１７９号。以下「適正化法」という。）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）の定めによるほか、この要綱の定め

るところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、ポストコロナを見据え、以下に掲げる事業を対象として補助金の交付を行うことによ

り、ストレスフリーで快適な旅行を満喫できる環境及び災害など非常時においても安全・安心な旅行環境

の整備を行うとともに、オーバーツーリズムの防止等により、地域・旅行者の双方がメリットを享受でき

る環境づくりも念頭に、持続可能な観光地域づくりに資する環境整備の促進を目的とする。 

 四 オーバーツーリズムの未然防止や自然環境・文化等の地域資源の保全・活用を通じ、地域・旅行者の双

方がメリットを享受できる持続可能な観光の促進に向けた受入環境の整備を支援する事業（以下「持続可

能な観光の促進に向けた受入環境整備事業」という。）  

 

第５編 持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業 

 

（事業実施計画の策定） 

第９７条 持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業の実施に当たっては、地方整備局、北海道開発

局、地方運輸局、神戸運輸監理部、地方航空局、沖縄総合事務局、関係省庁地方支分部局、都道府県及び関

係事業者団体等を構成員とする地方ブロック毎に設置される会議（以下「観光ビジョン推進地方ブロック戦

略会議」という。）において、訪日外国人を受け入れる上での現状と課題、必要な施策を実施するための計

画（以下「事業実施計画」という。）を策定し、当該計画を国土交通大臣（以下「大臣」という。）に提出

しなければならない。 

２ 前項の事業実施計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 地方ブロックにおけるインバウンドを含む観光の現状（地方ブロック内の訪日外国人旅行者数、外国人延

べ宿泊者数等を含む。）と課題 

二 地方ブロックにおけるインバウンドを含む観光の見込み 

三 地方ブロックにおいて推進する観光施策 

四 前号の観光施策を効果的に推進するため、実施しようとする事業 
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五 前号の事業の達成状況を図るための指標及び当該指標の目標 

３ 大臣は、提出された事業実施計画に対して、必要に応じ、次に掲げる観点から助言した上で、国土交通省

のホームページにおいて公表するものとする。 

一 事業実施計画が政府全体の観光施策と整合していること 

二 実施しようとする事業が合理的であること 

４ 第１項の事業実施計画を変更しようとするときは、大臣に提出しなければならない。この場合において

は、前２項の規定を準用する。 

 

（持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備計画の策定） 

第９８条 持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業を実施しようとする地方公共団体、観光地域づ

くり法人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業を実施する者（以下「整備

計画策定者」という。）は、単独で又は共同して、様式第９－１で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備計画（以下「整備計画」という。）を策定し、地方運

輸局長等を経由して、観光庁長官に提出しなければならない。この場合において、地方公共団体以外の者が

整備計画を策定しようとするときは、あらかじめ様式第９－２により整備する地域に係る市区町村の同意

を得なければならない。 

一 計画の名称 

二 整備する地域 

三 計画の目標 

四 計画の目標を達成するために必要な事業内容 

五 申請者および関係事業者に関する情報および組織体制 

六 観光地の持続可能性を高めるために解決すべき課題、整備による改善効果、及び成果指標等に関する事項 

七 その他必要な事項 

２ 観光庁長官は、前項の整備計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をするものとす

る。 

一 「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成 28 年３月 30 日策定）その他の観光に関する国の基本的な政

策に適合するものと認められること。 

二 整備する地域における社会経済・文化・環境の持続可能性の向上に相当程度寄与するものであると認めら

れること。 

三 円滑かつ確実に実施されることが見込まれるものであること。 

３ 前項の認定をしたときは、様式第９－３による整備計画認定通知書を整備計画策定者に通知するものとす

る。 

４ 整備計画策定者は、前項の規定による認定を受けた整備計画について次に掲げる事項の変更をしようとす

るときは、観光庁長官の認定を受けなければならない。 

一 整備計画の廃止 

二 整備計画の目標の変更 

三 第１項第４号で記載された事業の新設又は廃止 

四 第１項第４号で記載された事業を実施する補助対象事業者の変更 

五 第２項に掲げる基準の適合に係る事項の変更として観光庁長官が認める変更 

５ 第２項及び第３項の規定は、第４項の変更の認定について準用する。 

 

（補助対象事業者等） 

第９９条 大臣は、補助対象事業に必要な経費のうち、補助金交付の対象として大臣が認める経費（以下この

章において「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において補助対象事業者に対し補助金を交

付する。 

２ 本章における補助対象事業者、補助対象経費の区分及び補助率は、別表５に定めるもものとする。 
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（補助金の額） 

第１００条 国が交付する補助金の額は、補助対象経費に別表５に定める補助率を乗じて得た額以内とする。 

 

（補助金交付申請） 

第１０１条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、速やかに様式第９－４による補助金

交付申請書を、大臣に提出しなければならない。 

 

（交付の決定及び通知） 

第１０２条 大臣は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、審査の上、交付決定を行い、

様式第９－５による交付決定通知書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、前項の通知に際して、必要な条件を附すことができる。 

 

（交付決定の変更等の申請） 

第１０３条 補助対象事業者は、次の各号に該当するときは、様式第９－６による交付決定変更申請書を大臣

に提出し、その承認を受けなければならない。 

一 補助対象事業の内容を変更しようとするとき。ただし、大臣が別に定める軽微な変更にあっては、この限

りでない。 

二 別表５に掲げる補助対象経費の区分において配分された額を変更しようとするとき。ただし、変更を行う

配分額のいずれか低い額の１０％以内の流用増減の場合を除く。 

２ 前項第１号ただし書による軽微な変更を行ったときは、様式第９－７による変更届を大臣に届け出なけれ

ばならない。 

３ 前項の規定は、第１項第２号ただし書の場合に準用する。 

 

（交付決定の変更及び通知） 

第１０４条 大臣は、前条の規定による交付決定変更申請書の提出があったときは、審査の上、交付決定の変

更を行い、様式第９－８による交付決定変更通知書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、前項の通知に際して、必要な条件を附すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第１０５条 補助対象事業者は、補助金の交付の決定後、その交付の決定に係る申請の取下げをするときは、

交付決定の通知を受けた日から起算して３０日以内に、その旨を記載した書面を大臣に提出しなければな

らない。 

 

（状況報告） 

第１０６条 補助対象事業者は、大臣の要求があった場合には、速やかに様式第９－９による状況報告書を大

臣に提出しなければならない。 

２ 補助対象事業者は、補助対象事業が補助対象事業年度内に完了しない見込みであるときは、状況報告書に

その理由を付して事業年度の３月１０日までに大臣に提出しなければならない。 

３ 補助対象事業者は、前項の補助対象事業の遂行状況について次事業年度第２四半期終了後、速やかに状況

報告書を大臣に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１０７条 補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、その日から１か月を経過した日又は翌年度

の４月１０日のいずれか早い日までに様式第９－１０による完了実績報告書を大臣に提出しなければなら

ない。ただし、補助対象事業の全部が交付決定年度内に完了しないときには、翌年度４月３０日までに様式

第９－１１による終了実績報告書を大臣に提出しなければならない。 
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（補助金の額の確定等） 

第１０８条 大臣は、前条本文の規定による完了実績報告書の提出を受けた場合であって、その報告に係る補

助対象事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交

付すべき補助金の額を確定し、様式第９－１２により補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、補助対象事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が

交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

 

（補助金の支払い） 

第１０９条 補助金は前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。た

だし、必要があると認められる経費については、概算払することができる。 

２ 補助対象事業者は、前項の規定により国から補助金の支払いを受けようとするときは、様式第９－１３に

よる補助金支払請求書を大臣に提出しなければならない。 

 

（事業の中止等） 

第１１０条 補助対象事業者は、補助対象事業の中止、廃止又は譲渡を行おうとする場合は、その旨を記載し

た書面を大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（交付決定の取り消し） 

第１１１条 大臣は、前条に定める補助対象事業の中止又は廃止の他、次の各号に掲げる場合には、第１０２

条の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

一 補助対象事業者が、法令、本要綱若しくは本要綱に基づく大臣の処分又は指示に違反した場合 

二 補助対象事業者が、補助金を補助対象事業以外の用途に使用した場合 

三 補助対象事業者が、補助対象事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為を行った場合 

四 前各号に掲げる場合のほか、交付決定後に生じた事情の変更等により、補助対象事業の全部又は一部を継

続する必要がなくなった場合 

２ 大臣は、前項の規定による交付決定の取消しを行った場合において、既に当該取消しに係る部分に対する

補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 大臣は、第１項第１号から第３号までのいずれかに該当することにより、前項の返還を命ずる場合には、

その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算した加

算金の納付を併せ命ずるものとする。 

４ 第２項の補助金の返還期限は、補助金の交付決定の取消の通知の日から２０日以内とし、期限内に納付が

ない場合は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年利１０．９５％の割合

で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（補助金の整理） 

第１１２条 補助対象事業者は、補助対象経費に係る補助金について収入及び支出に関する帳簿を備え、他の

経理と区分して補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助対象事業者は、前項の帳簿とともにその内容を証する書類を整理して、補助対象事業の完了する日の

属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（取得財産等の整理） 

第１１３条 補助対象事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合には、取得財産

等に関する特別の帳簿を備え、補助対象経費により取得した時期又は効用の増加した時期、所在場所及び価

格を記載し、補助対象経費により取得した財産の状況が明らかになるよう整理しなければならない。 

 

（帳簿等の保存） 

第１１４条 補助対象事業者は、次の各号に掲げる帳簿等を、財産処分制限期間を経過する日までの間、保存
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しなければならない。 

一 取得財産等の得喪に関する書類 

二 取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料類 

 

（取得財産等の管理等） 

第１１５条 補助対象事業者は、取得財産等について、補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注

意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

 

（取得財産等の処分の制限） 

第１１６条 補助対象事業者は、取得財産等について、財産処分制限期間を経過する日までの間、大臣の承認

を受けないで補助金の交付の目的に反して処分をしてはならない。 

２ 補助対象事業者は、前項の処分をしようとするときは、あらかじめ様式第９－１４による財産処分承認申

請書を提出して大臣の承認を受けなければならない。 

３ 大臣は、前項の承認をしようとする場合において、交付した補助金のうち第１項の処分時から財産処分制

限期間が経過するまでの期間に相当する分を原則として返還させるとともに、さらに、当該処分により補助

対象事業者に利益が生じるときは、交付した補助金額の範囲内でその利益の全部又は一部を国に納付させ

ることとする。 

 

（事業評価の実施） 

第１１７条 持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業による支援を受けた事業については、補助対

象事業者自らによる事業の実施状況の確認、評価（以下「自己評価」という。）を行い、当該自己評価の結

果を、第１０７条本文の規定による完了実績報告書に添付して、それぞれ補助対象事業者から、交付申請書

を提出した地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、神戸運輸監理部、地方航空局又は沖縄総合事務局（以

下「国土交通省地方支分部局等」という。）に報告する。 

 

第１１８条 持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業業による支援を受けた事業については、自己

評価等を基に国土交通省地方支分部局等が二次評価を行うこととする。 

２ 二次評価を実施する際には、当該評価の客観性・妥当性を担保するため、国土交通省地方支分部局等に各

担当部長等及び観光ビジョン推進地方ブロック戦略会議からなる評価委員会を設置することとし、当該委

員会においては、国土交通省地方支分部局等が作成した二次評価案について審議する。国土交通省地方支分

部局等においては、その結果を踏まえて評価を実施することとする。なお、二次評価案は訪日外国人旅行者

数の推移、事業実施計画における施策の進捗状況等を記載するものとする。 

３ 国土交通省地方支分部局等は、補助対象事業者に対して二次評価結果を通知するとともに、必要に応じ

て、事業計画の見直し等を求め、補助対象事業者では、当該二次評価結果を踏まえ、必要に応じて後続事業

又は地域の取組等に反映させる。 

 

第１１９条 二次評価の結果を含む事業評価の結果について、補助金の交付を受けた会計年度の翌年度の５

月末までに、それぞれ国土交通省地方支分部局等から国土交通省へ提出することとする。 

 

 

別表５（第９９条第２項関連） 
持続可能な観光の促進に向けた受入環境整備事業（補助対象事業者等） 

補助対象事業 補助対象事業者 補助対象経費の区分 補助率 
トイレの有料
化に係る整備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

トイレの有料化に係る整備に要す
る経費 

１／２ 
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入域料・協力
金徴収のため
のオンライン
等による徴収
システムとそ
の徴収に必要
な整備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

入域料・協力金徴収のためのオンラ
イン等による徴収システムとその
徴収に必要な整備に要する経費 

１／２ 

自然保護のた
めの保護柵、
遊歩道等の整
備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

自然保護のための保護柵、遊歩道等
の整備に要する経費 

１／２ 

景観に配慮し
た工作物の整
備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

景観に配慮した工作物の整備に要
する経費 

１／２ 

光害防止のた
めの照明の整
備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

光害防止のための照明の整備に要
する経費 

１／２ 

バイオトイレ
等の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

バイオトイレ等の整備に要する経
費 

１／２ 

ペットボトル
削減のための
給水機等の整
備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

ペットボトル削減のための給水機
等の整備に要する経費 

１／２ 

パークアンド
ライドのため
の駐車場の整
備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

パークアンドライドのための駐車
場の整備に要する経費 

１／２ 

マナー啓発の
ためのコンテ
ンツ制作、設
備整備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

マナー啓発のためのコンテンツ制
作、設備整備に要する経費 

１／２ 

混雑平準化・
解消のための
予約システム
の整備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

混雑平準化・解消のための予約シス
テムの整備に要する経費 

１／２ 

混雑平準化・
解消のための
混雑状況の可
視化に資する
システムの整
備 

地方公共団体、観光地域づくり法
人（ＤＭＯ）、その他の持続可能な
観光の促進に向けた受入環境整備
事業を実施する者 

混雑平準化・解消のための混雑状況
可視化に資するシステムの整備に
要する経費 

１／２ 

 
（注） 
１．補助対象経費には、土地の取得に要する費用を除く。 
２．補助対象経費に係る消費税のうち、仕入控除を行う場合における仕入れ控除の対象となる消費税相当分に
ついては、補助対象としないものとする。 
また、補助対象経費に係る消費税のうち、一部又は全部について仕入控除ができない場合は、その旨を記

した理由書を申請書に添付し、補助対象経費に係る消費税相当額も 補助対象とするものとする。上記によ
り消費税相当額を含めて補助対象経費とした場合は、様式第９－１５に当該補助対象事業完了年度の消費税
の確定申告書等を添付して提出するものとする。 

３．国による固有の補助金等の給付を既に受けている、受けることが確定している、又は交付対象となる可能
性がある場合には、原則として補助金の対象にはならない。 

 


